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気候変動対応に対する国際的枠組み

2015年2015年
パリ協定採択
歴史上初めて、全ての国が参加する公平な合意
⾧期目標として2℃目標の設定 1.5℃に抑える努力を追求

パリ協定採択
歴史上初めて、全ての国が参加する公平な合意
⾧期目標として2℃目標の設定 1.5℃に抑える努力を追求

1992年1992年 気候変動枠組条約（UNFCCC）採択気候変動枠組条約（UNFCCC）採択

1997年1997年
京都議定書採択
•第一約束期間（2008～2012年）日本▲6％，米国▲7％，EU▲8％の削減
•第二約束期間（2013～2020年）EU ▲20％の削減義務，日本未参加

京都議定書採択
•第一約束期間（2008～2012年）日本▲6％，米国▲7％，EU▲8％の削減
•第二約束期間（2013～2020年）EU ▲20％の削減義務，日本未参加

2021年2021年
気候変動サミット
パリ協定から離脱したアメリカ主体に各国から意欲的な2030年削減目標が提示
気候変動サミット
パリ協定から離脱したアメリカ主体に各国から意欲的な2030年削減目標が提示

１．脱炭素政策の方向性１．脱炭素政策の方向性
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国際的枠組み 京都議定書とパリ協定

京都議定書京都議定書 パリ協定パリ協定

締結発効締結発効 締結:1997年 発効:2005年締結:1997年 発効:2005年 締結:2015年 発効:2016年締結:2015年 発効:2016年

内容内容
CO2などの排出量削減

・温室効果ガスの排出量を1990年比で
約束期間に5.2％削減する

CO2などの排出量削減
・温室効果ガスの排出量を1990年比で
約束期間に5.2％削減する

地球平均気温の上昇抑制
・世界の平均気温を2.0℃未満に抑制
できれば1.5℃に抑制するよう努力

地球平均気温の上昇抑制
・世界の平均気温を2.0℃未満に抑制
できれば1.5℃に抑制するよう努力

目標達成
義務

目標達成
義務

あり
・地域別、国別に排出削減量を決定

あり
・地域別、国別に排出削減量を決定

なし
・自国で5年ごとに「貢献目標」を設定
国際的な審査を受ける

なし
・自国で5年ごとに「貢献目標」を設定
国際的な審査を受ける

対象国対象国 先進国のみ先進国のみ 全ての国全ての国

実施期間実施期間
第1約束期間:2008～12年
第2約束期間:2013～20年
第1約束期間:2008～12年
第2約束期間:2013～20年

なしなし

4

パリ協定の目標設定の仕組み

2023年GST評価に基つき各国は2035年目標（NDC）を設定（25年2月公表）2023年GST評価に基つき各国は2035年目標（NDC）を設定（25年2月公表）

NDC2

2025年2月
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2040年に向けた基本戦略

地球温暖化対策計画地球温暖化対策計画
国連に向け次の国家目標（NDC）を提示
温室効果ガス 2035年▲60％ 2040年▲73％
国連に向け次の国家目標（NDC）を提示
温室効果ガス 2035年▲60％ 2040年▲73％

エネルギー基本計画エネルギー基本計画
我国の温室効果ガスの85％がエネルギー起源のCO2
中⾧期的なエネルギー対策を立案
我国の温室効果ガスの85％がエネルギー起源のCO2
中⾧期的なエネルギー対策を立案

GX2040ビジョンGX2040ビジョン
脱炭素を経済成⾧につなげる産業政策
国際競争力の脱炭素産業を実現
脱炭素を経済成⾧につなげる産業政策
国際競争力の脱炭素産業を実現

6

我国の2040年削減目標

出典:環境省

▲23.3％
10.2億トン
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GX産業構造GX産業構造
強みを有する国内産業立地の推進
次世代技術によるイノベーションの具体化
社会実装加速の方策

強みを有する国内産業立地の推進
次世代技術によるイノベーションの具体化
社会実装加速の方策

GX産業立地GX産業立地
脱炭素電源、送電線の整備状況や、
新たなエネルギーの供給拠点等を踏まえた
産業立地のあり方

脱炭素電源、送電線の整備状況や、
新たなエネルギーの供給拠点等を踏まえた
産業立地のあり方

GX市場創造GX市場創造
カーボンプライシングの詳細制度設計を
含めた脱炭素の価値が評価される市場造
カーボンプライシングの詳細制度設計を
含めた脱炭素の価値が評価される市場造

強靭な
エネルギー
供給

強靭な
エネルギー
供給

エネルギーが産業競争力を左右する中、
強靱なエネルギー供給を確保
エネルギーが産業競争力を左右する中、
強靱なエネルギー供給を確保

7

我国の2040年に向けて GX2040

GX204０ビジョン目標GX204０ビジョン目標

出典:NHK

8

第7次エネルギー基本計画

最終エネルギーは減少
省エネ効果貢献

最終エネルギーは減少
省エネ効果貢献

熱:減少 電力:増加
データC、半導体影響
熱:減少 電力:増加
データC、半導体影響

再エネ＋原子力拡大
火力は調整電源

再エネ＋原子力拡大
火力は調整電源

2050年CNへ2050年CNへ

出典:経済産業省

40年度時点のGHG削減幅:13年度比で73%削減を暫定値として設定40年度時点のGHG削減幅:13年度比で73%削減を暫定値として設定
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脱炭素エネルギーとしてのバイオ燃料
出典:NIIKEI-GX

バイオ燃料、合成燃料利用を併記バイオ燃料、合成燃料利用を併記

GX2040GX2040

輸送分野でのバイオ燃料導入明記輸送分野でのバイオ燃料導入明記

エネ基計エネ基計

自動車から、航空機、船舶
輸送分野でバイオ燃料利用を推進

自動車から、航空機、船舶
輸送分野でバイオ燃料利用を推進

10

「成⾧志向型CP構想」による投資促進パッケージ

出典:GX実行会議

規制・制度規制・制度

企業投資・需要
側の行動を変容
企業投資・需要
側の行動を変容

カーボンプライシングカーボンプライシング

当初低い負担から、
徐々に引き上げ方針を
あらかじめ明示
• 23FY 排出量取引試行
• 26FY 排出量取引本格稼働
• 28FY 化石燃料賦課金導入
• 33FY 有償オークション導入

当初低い負担から、
徐々に引き上げ方針を
あらかじめ明示
• 23FY 排出量取引試行
• 26FY 排出量取引本格稼働
• 28FY 化石燃料賦課金導入
• 33FY 有償オークション導入

先行投資支援先行投資支援

官民合わせて
150兆円

官民合わせて
150兆円

投資を後押し規制・制度の高度化
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脱炭素社会の形成と産業競争力強化、世界を睨んだ市場拡大を図る投資にする必要あり脱炭素社会の形成と産業競争力強化、世界を睨んだ市場拡大を図る投資にする必要あり11

グリーンマテリアルグリーンマテリアル重要物品
グリーンエネルギー

重要物品
グリーンエネルギー

グリーンプロダクツ
グリーンサービス
グリーンプロダクツ
グリーンサービス

投資額排出削減量項 目
31兆円7500万トン再エネ

7兆円6000万トン水素
4兆円4000万トンCCS

12兆円1200万トン半導体
1兆円200万トンSAF

投資額排出削減量項 目
3兆円3000万トン鉄鋼
3兆円1000万トン化学
1兆円400万トン紙パルプ
1兆円200万トンセメント
2兆円1300万トン資源循環

投資額排出削減量項 目
34兆円2億トン自動車
14兆円2億トン家庭

今後10年程度の投資と削減目標

各テーマごとに10年程度の投資見込みと単年度のCO2削減量を提示
エネルギー分野を中心に、大規模な投資によるCO2削減を図る予定
法整備なども並行して進めることで、投資環境を整える必要がある

各テーマごとに10年程度の投資見込みと単年度のCO2削減量を提示
エネルギー分野を中心に、大規模な投資によるCO2削減を図る予定
法整備なども並行して進めることで、投資環境を整える必要がある

出典:GX実行会議を加工

この分野のみ削減量は10年間の累積

半導体はGX以外の投資も含む

化石燃料賦課金化石燃料賦課金
• 化石燃料の使用に伴う二酸化炭素排出量に応じた金額を賦課するもの。
• 化石燃料の輸入事業等に支払い義務。転嫁を通じて社会全体で、コストを負担。
化石燃料の需要家に対して、排出量取引よりも広範に行動変容を促すことが可能

• 化石燃料の使用に伴う二酸化炭素排出量に応じた金額を賦課するもの。
• 化石燃料の輸入事業等に支払い義務。転嫁を通じて社会全体で、コストを負担。
化石燃料の需要家に対して、排出量取引よりも広範に行動変容を促すことが可能 12

排出量取引排出量取引
排出削減した二酸化炭素を市場で売却し 、経済原則の中で脱炭素を目指す仕組み
特に排出量の多い企業を対象に、効果的かつ費用効率的な排出削減取組を促進
排出削減した二酸化炭素を市場で売却し 、経済原則の中で脱炭素を目指す仕組み
特に排出量の多い企業を対象に、効果的かつ費用効率的な排出削減取組を促進

我国のカーボンプライシング
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出典:経済産業省

航空分野におけるCO2削減に関する国際目標

2050年脱炭素貢献度

新技術▲21％
運航改善▲11％

SAF▲55％

２．航空運輸分野におけるSAF２．航空運輸分野におけるSAF

14

国際航空の脱炭素目標～ICAOにおける枠組み～ 出典:国土交通省

2024年～2035年
目標:2019年総排出量×85％
手段:①新技術活用、②運航改善、③SAF

④炭素クレジットでオフセット

2024年～2035年
目標:2019年総排出量×85％
手段:①新技術活用、②運航改善、③SAF

④炭素クレジットでオフセット



8

15

SAFに関する今後の方向性

廃食油、牛脂、微細藻類

廃プラ等

バイオエタノール

CO2

■足下では、廃食油等を原料にSAFを製造するHEFA技術が確立されているが、廃食油は、世界的な需要増大
により供給量が不足し、価格が高騰。安定的な原料確保に向けた取組が必要不可欠。
今後、賦存量が豊富なアメリカ・ブラジル産のバイオエタノールからSAFを製造するAlcohol to Jet技術の確立
が見込まれるが、可食原料は欧州が利用を制限。非可食原料の開拓など、原料の多角化も必要
2050年には、CO2と水素を合成して製造されるE-SAFがSAFの原料のおよそ半分を占める見込み。

■足下では、廃食油等を原料にSAFを製造するHEFA技術が確立されているが、廃食油は、世界的な需要増大
により供給量が不足し、価格が高騰。安定的な原料確保に向けた取組が必要不可欠。
今後、賦存量が豊富なアメリカ・ブラジル産のバイオエタノールからSAFを製造するAlcohol to Jet技術の確立
が見込まれるが、可食原料は欧州が利用を制限。非可食原料の開拓など、原料の多角化も必要
2050年には、CO2と水素を合成して製造されるE-SAFがSAFの原料のおよそ半分を占める見込み。

欧州における将来のSAFの製造技術予測世界のSAF需要見通し

16

SAFに関する海外の動向
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SAFに関する我国の取組
■エネルギーの安全保障の確保や持続可能なSAF市場の形成・発展に向けて、供給側において、必要十分な

SAFの製造能力や原料のサプライチェーン（開発輸入を含む）を確保し、国際競争力のある価格で安定的に
SAFを供給できる体制を構築するとともに、需要側において、SAFを安定的に調達する環境を整備

■年間10万kL以上のジェット燃料製造・供給事業者に目標割り当て。国内エアラインに利用を指導

■エネルギーの安全保障の確保や持続可能なSAF市場の形成・発展に向けて、供給側において、必要十分な
SAFの製造能力や原料のサプライチェーン（開発輸入を含む）を確保し、国際競争力のある価格で安定的に
SAFを供給できる体制を構築するとともに、需要側において、SAFを安定的に調達する環境を整備

■年間10万kL以上のジェット燃料製造・供給事業者に目標割り当て。国内エアラインに利用を指導

18

国内SAFの動向
出典:NIKKEI-GX
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SAFに関する国内支援事業例（コスモ石油）

2025年度より、本事業のSAFを国内エアライン（JAL、ANA）および海外エアライン（DHL Express）へ供給
日本初となる国産SAFサプライチェーンの構築が実現（3000万ℓ）するが全燃料（40億ℓ）の1％未満

2025年度より、本事業のSAFを国内エアライン（JAL、ANA）および海外エアライン（DHL Express）へ供給
日本初となる国産SAFサプライチェーンの構築が実現（3000万ℓ）するが全燃料（40億ℓ）の1％未満

出典:コスモ石油

廃食油の回収廃食油の回収 SAFの生産SAFの生産 SAFの販売、利用SAFの販売、利用

20

本邦エアラインの脱炭素化の動向

出典:国土交通省
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DHLが活用
720万リッター/年のSAF利用を計画

日本（中部）、米国（シンシナティ―）間 92往復が可能

DHLが活用
720万リッター/年のSAF利用を計画

日本（中部）、米国（シンシナティ―）間 92往復が可能 21

SAF利用への取組（中部国際空港）

自治体が廃食油の回収を支援
中部国際空港株式会社と常滑市、東浦町など

周辺6自治体が協力し、回収

自治体が廃食油の回収を支援
中部国際空港株式会社と常滑市、東浦町など

周辺6自治体が協力し、回収

22

SAF向け国内の廃食油は不足

出典:環境省未回収、未利用廃食油が50万ｔ/以上存在未回収、未利用廃食油が50万ｔ/以上存在

配合飼料添加配合飼料添加

石けん、塗料等石けん、塗料等

ＢＤＦ、ボイラー燃料ＢＤＦ、ボイラー燃料
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SAF利用のコストの壁 東京都支援
羽田空港において航空会社へ国産SAFを供給する都内事業者に対し、

国産SAFと国際競争力の高い海外産SAFとの供給価格の差を助成（上限:100円/L）

羽田空港において航空会社へ国産SAFを供給する都内事業者に対し、
国産SAFと国際競争力の高い海外産SAFとの供給価格の差を助成（上限:100円/L）

24

運輸分野で拡大するバイオ燃料、合成燃料

既存の内燃機関や燃料インフラが活用しつつ脱炭素を目指すマルチパスウエイのために重要な取組
化石燃料へのバイオ燃料の混合割合を上げつつ、将来的にはバイオ燃料＋合成燃料への転換を目指す
既存の内燃機関や燃料インフラが活用しつつ脱炭素を目指すマルチパスウエイのために重要な取組
化石燃料へのバイオ燃料の混合割合を上げつつ、将来的にはバイオ燃料＋合成燃料への転換を目指す

出典:経済産業省

３．まとめ３．まとめ
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30年代のできるだけ早期に乗用車の
新車販売における
E20対応車の比率を100%にする

30年代のできるだけ早期に乗用車の
新車販売における
E20対応車の比率を100%にする

自動車分野でもバイオエタノール利用

車両対応車両対応

車両対応、供給インフラ対応に合わせ、
28年ごろからのE10導入の先行導入
40年代からのE20の供給開始を追求する

車両対応、供給インフラ対応に合わせ、
28年ごろからのE10導入の先行導入
40年代からのE20の供給開始を追求する

運輸分野（ガソリン）の脱炭素を通じ
我国の脱炭素社会実現に貢献

運輸分野（ガソリン）の脱炭素を通じ
我国の脱炭素社会実現に貢献

燃料対応燃料対応

出典:NIIKEI-GX

SAFの連産品としてのHVO生産

26

インドネシア/マレーシア
農業振興や環境負荷低減などの目的で、

混合義務や税制優遇を制度化

インドネシア/マレーシア
農業振興や環境負荷低減などの目的で、

混合義務や税制優遇を制度化
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類

微
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都
市
ご
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等
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市
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SAFの原料はアルコールへ

バイオ燃料は各セクター、各国で争奪戦になる可能性あり、国産化も見据えた対応必要バイオ燃料は各セクター、各国で争奪戦になる可能性あり、国産化も見据えた対応必要
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「環境技術は普及してはじめて環境に貢献」

バイオ液体燃料の共通課題

消費者、需要家の理解とに選択。利用されなければ期待される脱炭素効果が得られない。消費者、需要家の理解とに選択。利用されなければ期待される脱炭素効果が得られない。

環境価値と経済価値の両立。価格に対する懸念、リスクへの対応が不可欠環境価値と経済価値の両立。価格に対する懸念、リスクへの対応が不可欠

税制、政策の一貫性。燃料規格の改定に合わせた関連法令、関連税制の整備税制、政策の一貫性。燃料規格の改定に合わせた関連法令、関連税制の整備

バイオ燃料の安定確保が不可欠。農政と合わせ原料生産の拡大策が必要バイオ燃料の安定確保が不可欠。農政と合わせ原料生産の拡大策が必要


